国際アジア共同体学会・ジャカルタ会議に参加して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中川　十郎

1． 商社時代、ニューデリ駐在中、インド化学品の売り込みに訪問して以来37年ぶりに2010年12月12~14日ジャカルタを訪問した。国際アジア共同体学会の第4回海外シンポジウムのスピーカーの一人として参加のためである。この会議は日本に留学したインドネシアの留学生団体が創立したプラサド大学が共催した。約100人が現地参加し、盛会であった。
プラサド大学は創立24周年を迎え、日本とインドネシアの友好親善の架け橋になっている。天皇、皇后陛下も皇太子、妃殿下時代に参観されている。福田赴夫首相も設立に尽力された由である。卒業生は政財界で活躍している。学生数は2500人。うち700人が日本語を学んでいる。また現地日系企業に勤務のインドネシア人従業員が夜間課程で日本語を熱心に学んでいた。これらの親日的な現地の学生を日本は大切にすべきであると思った。日本人女性が現地で永年、日本語や日本文化を指導し、日・イ親善に尽くしておられ、その熱意には強い感銘を受けた。これら草の根で日本紹介、国際親善に努めている方がたに日本政府はきめ細かい対応をすべきである。図書館も見学したが、わき目も振らず熱心に読書している学生の真摯な勉学態度は、きわめてまじめで、勉学に対する熱意は日本の大学生の比ではないと感じた。これらの若者がアジアの将来を担っていくのは間違いないところだ。日本語関係の図書が古く、日本政府の文化政策の貧弱さが痛感された。これでは将来、日本が中国、韓国に押されるのは目に見えている。
2． 私の演題は「広域ASEAN自由貿易圏をめざして」で、ASEAN地域のみでなく、将来はユーラシアを含めた中央アジアの上海協力機構（SCO）諸国との連携にも目を向けるべきだとかねての持論を強調した。今後、最大の市場となるアジアへはEU27カ国がASEAN先進7カ国、ASEAN、EU事務局を引き入れ、43カ国、2国際機関でASEM(アジア欧州会議)を結成し、アジアへの進出に積極的である。また21世紀の世界の発展センターで、将来、最大の貿易、消費センターとなるとみられているアジアへの進出を目指し、NAFTA(北米自由協定)構成国の米国がアジア太平洋の将来性に注目し、一部APEC加盟国が拡大を検討中のTPP(環太平洋連携)への参加に熱心である。
　　　　かかる欧米のアジア進出戦略に対応し、FTA,EPAなどの自由貿易協定に出遅れている日本はASEAN+3、+6を核に広域自由貿易圏を戦略的に志向すべきである。そのためにはユーラシアでエネルギー、経済共同体として力を増しつつあるSCO(上海協力機構)との関係を強化し、EU,NAFTAに対抗すべきであると思われる。日本に残された時間は少ない。2015年までが勝負であるとの意見を強調した。
3． インドネシア側の参加者の質疑を通じて、アジアにおける日本の力が劣化しつつあり、その間隙をぬって中国、韓国が急速にアジアへ進出しつつあることを肌で実感した。1990年代からの20年にわたる日本の経済の衰退、国際戦略の要となるべき日本の首相の頻繁な交代による政治の不安定がアジアでの出遅れの大きな要因だと痛感した。1990年初めまでは経済発展の将来性で、1~2位を占めていた日本は2010年には永年保持してきた世界第2位の経済大国の地位を中国に譲ることが確実視されている。日本の経済の将来性についてはスイスの国際経営開発研究所の調査によれば、27位まで落ち込み、日本の政治、経済面での弱体化は目を覆うばかりだ。
かつて日本に留学し、インドネシア政財界で活躍している日本親派が、このままでは日本はインドネシアをはじめとする東アジアで、主導権を中国や韓国に奪われると日本の奮起を訴えていたのが強く印象に残った。会議の合間をぬって33年間ジャカルタに駐在し、ジャカルタ漁港の建設、運営に心血を注いでいるコンサルタントに面談した。かれもこのままでは日本は近い将来インドネシアでの地位を中国に奪われかねないと強い危機感を表明した。ERIA（アジア・アセアン経済研究所）の西村事務総長も日本に残された時間は5年ぐらいしかない。日本としてはこの期間に抜本的なアジア戦略を確立しなければ、アジアでの地位を失いかねないとの危機感を表明された。1990年以来の失われた20年間の影響がいかに大きいかを強く感じた。
今こそ日本は官民を挙げて21世紀のグローバル時代を見据えた、日本のアジア通商戦略を確立することが今ほど必要とされている時はない。平成維新にむけて直ちに行動を起こすべき時であると痛感したジャカルタ出張であった。
４．　　インドネシアの問題点としては都心部は高層建築が立ち並び、先進国に劣らぬすばらしい発展を示しているが、一歩郊外に足を踏み入れると、そこは旧態依然たるトタン屋根やバラックのスラムが広がっている。川にはおびただしいゴミが浮かび、広場にはゴミが散乱しており、37年前と変わらぬ光景があり、あまりにも大きい経済格差の広がりに驚いた。欧米、特に米国主導のグローバリズムの蔓延は際限のない富の追及により、貧富の差は昔よりも拡大しており、欧米のあくなき利益追求の資本主義、カジノ金融資本主義の悪弊が発展途上国を蝕んでいる実情に唖然とした。リーマンショック後の世界では渋沢榮一の唱えた、倫理的資本主義「論語と算盤」の精神をもう一度反芻すべきであろう。此の点に関してはノーベル経済学賞受賞者の米コロンビア大学経営大学院のステイグリッツ教授が利益追求一点張りのグローバリズムの功罪を舌鋒鋭く批判しているが、同教授の意見には全く同感である。
　　　　懇親会の席で同席した商社駐在員によるとジャカルタ駐在の日本人は1万5千人に対し、韓国人は5万人、中国人は華人、華僑をいれると800万人とのことで、このことからも世界第4位の2億4000万人の人口と豊富な天然資源を誇り、ASEANの主導国のインドネシアに対する日本の官民の通商戦略の貧困さを痛感させられた。
日本の政官産学の猛省を促したい。　　　　　　　　　　　　　　　　　以上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
PAGE  
1

